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政府情報システム調達改善におけるJEITA/JISAからの見解

１．前回打合せ（8/8）の振り返り
・８／８の打合せでは、JISAより政府調達におけるこれまでの主張の説明、

JEITAからは本年5月のMETIヒアリングを受けてのとりわけ総合評価落札方式

についての改善について説明させて頂いた。

・打合せでの宿題事項として、政府調達に関わる問題点の整理を、①現行法制度の

範囲内で出来るもの、②例えば会計法等の改正も視野にいれた中長期的な視点で

行うべきものに分けて提示することとなった。

２．今回打合せ事項
・８／９に「政府情報システム刷新のための共通方針（提言）」が出ており、その中で

「情報システム調達の改善」「IT人材の育成・確保」が提言されている。

・前回宿題事項の①②を、 「情報システム調達の改善」「IT人材の育成・確保」の論点に

分けて各々の問題点及び、あるべき姿についてJEITA/JISAにてまとめさせて頂いた。
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「政府情報システム刷新のための共通方針（提言）」について
（平成24年8月9日 政府情報システム刷新有識者会議）

《本文（概要）》
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第１章 政府情報システムの刷新
（１）政府情報システムの統廃合・集約化
（２）府省共通システムの導入推進
（３）残存するレガシーシステムの刷新
（４）経常コストの低減・適正化
（５）政府内部のﾜｰｸｽﾀｲﾙ刷新による

生産性向上
第２章 業務改革の推進

（１）業務・ｼｽﾃﾑの新たな改革ｽｷｰﾑの整備
（２）マイナンバー制度適用業務における

業務改革の推進
（３）重複業務等における業務改革の推進
（４）既存の業務・システム改革の継続的推進

第３章 IT ガバナンスの強化
（１）IT 投資管理の確立
（２）各府省CIO の体制強化
（３）CIO 補佐官の採用・評価の見直し

（４）情報システム調達の改善
（５）IT 人材の育成・確保
（６）IT ガバナンスを支える情報基盤等の整備

第４章 政府情報システム刷新実行計画
① 共通計画
② 各府省計画

「政府情報システム刷新のための共通方針（提言）」について
（平成24年8月9日 政府情報システム刷新有識者会議）

○IT投資管理を確立し、ITｶﾞﾊﾞﾅﾝｽを強化する
ためには、
⇒政府職員の見積もり能力、要件定義能力

及びﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾚﾋﾞｭｰ能力等の情報ｼｽﾃﾑ
発注力向上が喫緊の課題

⇒また、業務部門の職員、一般職員のITﾘﾃ
ﾗｼｰの向上も必要

○情報ｼｽﾃﾑ統一研修等を活用し、政府職員
の発注力やITﾘﾃﾗｼｰを計画的に高める

○政府CIO体制との人事交流により、IT関係
業務を経験できるような人事ﾛｰﾃｰｼｮﾝの工夫

○外部人材の登用、大学・民間企業等との人事
交流により、ＩＴ人材を補完

○これまでのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの遅延・停滞の要因
⇒過度な分離分割調達や技術評価を覆す

極端に低価格の入札 等
○政府情報ｼｽﾃﾑ調達の改善検討が必要

⇒RFIの有効活用
⇒調達・契約状況の透明化 等

《別紙(内容)》
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関連する法令・ガイドライン

業務・システム最適化指針
（平成18年3月31日 CIO連絡会議決定）

情報システムに係る政府調達の基本指針
（平成19年3月1日 CIO連絡会議決定）

情報システムに係る政府調達の基本指針 実務手引書（平成19年7月1日 総務省行政管理局）

新・業務・システム最適化指針

政府情報システム管理標準
ガイドライン（仮称）

情報システムの調達に係る総合評価落札方式の標準ガイド
（平成14年7月12日 調達関係省庁申合せ）

総合評価落札方式ガイドブック －調査、広報、研究開発－
（平成18年8月 経済産業省）

今年中

今年度中

総合評価方式（加算）の導入

コンピューター製品及びサービスの調達に係る総合評価落札方式の標準ガイド
（平成7年3月28日 調達関係省庁申合せ） 総合評価方式（除算）の導入（80万SDR以上）

会計法（昭和22年）

政府調達アクション・プログラム

業務改革、ｵｰﾌﾟﾝｼｽﾃﾑ化、
ｼｽﾃﾑ標準化・共通化 等

分離分割調達
入札制限

技術点重視の総合評価方式の導入

「調査の業務委託に関する入札に係る総合評価落札方式について」
（平成18年7月財計第1953号財務大臣通知）

国家公務員法（昭和22年）

行政機関におけるIT人材の育成・確保指針
（平成19年4月13日 CIO連絡会議決定）

内部人材の育成、外部人材の確保

日本の公共部門のコンピューター製品及びサービスの調達に関する措置について
（平成4年1月20日 第17回アクション・プログラム実行推進委員会決定）
物品に係る政府調達手続について（運用指針）
（平成6年3月28日 第21回アクション・プログラム実行推進委員会決定）
日本の公共部門のコンピューター製品及びサービスの調達への総合評価方式の導入について
（平成7年3月27日 第24回アクション・プログラム実行推進委員会決定） •一般競争入札

•最低価格方式
•入札制限
•総合評価方式等

投資管理
調達管理
プロジェクト管理

最低価格落札方式が原則

定員、人材育成等
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政府情報システム調達（１／２）

現在の問題・何が困るか あるべき姿

「プロジェクトの成功」と「政府調達の競争性・透明性向上」の
実現に向けて、調達手続きや評価方法の見直しが必要

技術評価のあり方の検討

発注者を支援する体制の整備

競争性が向上する一方でプロジェクトリスクが顕在化

●技術力重視で落札者を決定する場合の調達方法が未確立
・調達プロセス全体を通じて応札者との「対話」が不十分
・技術力評価の考え方やガイドラインが未整備
・技術重視の調達を支援する体制や情報基盤も未整備

事業者の
適切な
選定

●一般競争・総合評価方式で調達すること自体が目的化
・案件の特性・リスクに応じた調達を実施していない
・価格偏重で落札者が決定し、プロジェクトの遅延・停滞の要因に
・結果として低入を誘発（「安かろう悪かろう」を除外できない）

総合評価
方式

●分離調達を実施すること自体が目的化
・事業者間の調整が困難になりプロジェクトリスクが顕在化
・目標や合理性が不明確な分離調達は一社応札を誘発
・結果の検証が不十分（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ品質、ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ等）

分離分割
調達

◆案件の特性・リスクに応じた調達
方式の適切な選択
・多様な調達方式・評価方法の中から選択

可能とする（企画競争、競争的対話等も活用）
・分離調達原則は見直す
・発注者のシステム統合責任の明文化
・入札制限の緩和

◆技術力重視の調達方法の確立
・技術力重視の評価方式への見直し
（価格点と技術点の比率変更、基礎点の廃止等）
・価格点の評価方法の見直し
（多段階審査、低入札価格調査基準価格以下で

応札した事業者への減点方式の採用など）
・技術審査の運用見直し
（相対評価の採用、ＲＦＩの活用、対面審査など）

政府調達制度・ガイドラインの見直しプロジェクトの失敗は市場・社会にも影響を与える

●発注者にとって：欲しいものが買えない、技術力の高い事業者と契約できない場合がある
●応札者/業界にとって：経営悪化、優良企業の撤退、政府調達市場の魅力低下
●受発注者双方にとって：協働関係の崩壊、訴訟化、国民からの信頼の低下
●国民/企業にとって：行政コストの増加、行政サービスの品質低下・停止 技術評価のあり方について業界としても検討
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◆情報開示制度の充実
⇒適切な情報開示・共有によりプロジェクト

品質や発注者スキルが向上
⇒低入減少、調達手続の透明性向上に貢献

◆低入札を防止する調達制度
⇒不適格な事業者は技術審査段階で失格

（技術力重視の調達の中で実現し、低入札
そのものを防止する）

◆予算・契約面でのリスク軽減
⇒仕様変更に柔軟に対応できる予算制度
⇒契約面における民間側リスクの低減

（違約罰と損害賠償の重複是正等）
⇒日本版バイ・ドールの推進

●著作権は原則発注者に帰属する
・日本版バイドール法に基づいた運用が徹底されていない
・受注者との協議が必要な場合についてのガイドがない

●現行のモデル契約書（実務手引書）は受注者側の負担が大きい
・違約罰と損害賠償が併記されている
・損害賠償の上限についての規定がない

政府情報システム調達（２／２）

現在の問題・何が困るか あるべき姿

リスク軽減の視点から適切に調達制度を運用すべき
⇒ 適切な情報開示、低入の防止、予算・契約面でのリスク軽減等

政府情報ｼｽﾃﾑDB、日本版ITﾀﾞｯｼｭﾎﾞｰﾄﾞの構築

●情報システム調達に関する情報の蓄積・活用が不十分
・「政府調達事例データベース」への情報の蓄積が不十分
・府省内での調達事例の共有が不十分

情報の開
示・共有

情報開示のあり方について業界としても検討

著作権

●低入調査の段階で失格にすることは困難（形式的・形骸化）
・適切な事業者評価・審査事例の情報共有が不十分
・低入落札後のプロセス・結果等の情報共有・公開がされていない

低入札
価格調査

制度

●受注後の仕様追加・変更に柔軟に対応できない予算制度
・予備費の確保や国庫債務負担行為の再要求が困難
・結果として受注者側で追加コストを負担せざるを得ない場合もある

予算制度

違約罰
損害賠償

●プロジェクト失敗のリスクが高まる
●発注者スキルが向上しない

リスク対応の視点から情報活用や関連制度の運用が不十分

●民間側の経営を悪化
●新規参入への障壁

技術評価のあり方について業界としても検討

技術評価のあり方の検討

柔軟な予算執行に向けた環境整備

予算制度、ガイドラインの見直し
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政府調達制度 提言内容と関連する法制度
～政府情報システム調達（1／２）～

Ｎ
ｏ

視点
現状の問題点・

課題
あるべき姿

関連する制度 優先度

法
令
等

ガ
イ
ド

等

指

針

・

規
定
な
し

該当制度名
規定はないが運用
対処した事例等

備考 業界 コメント

1

案件の特
性・リスクに
応じた 調達
の実施

《調達制度の硬
直的な運用によ
る弊害》

・一般競争・総
合評価方式が
原則化されるこ
とでリスクが顕
在化

・分離調達が原
則化されること
で生リスクが顕
在化

⇒案件の状況に
応じた調達方
法・調達単位の
選定が必要

①調達方式の適切な選択
（企画競争、競争的対話、総合

評価、最低価格等）
○

・情報システムに係る政府調達
の基本指針

（情報システムは一般競争入札）
・第21回アクション・プログラム
⇒10万SDR以上：一般競争入札

（最低価格）
・第24回アクション・プログラム）
⇒80万SDR以上：総合評価

企画競争は企
画書等の募
集・選定方式
として実施

◎

・行政刷新会議公共
サービス改革分科会
による「競争的対話
方式」の情報システ
ムへの活用が必要

②分離調達原則の廃止・見直し ○
・情報システムに係る政府調達
の基本指針

基本指針に
例外規定あり

◎

・原則化の見直しに
ついては、政府側に
て議論されていると
ころと理解

③発注者のシステム統合責任
の明文化

○
・情報システムに係る政府調達
の基本指針

・分離発注と不可分
の論点

④企画工程における設計開発
ベンダの入札制限緩和

○

・第17回アクション・プログラム
・業務・システム最適化指針
・情報システムに係る政府調達
の基本指針

◎

・業務ノウハウを有
する下流ベンダの企
画行程への参入制
限が問題の遠因と
理解

2
技術力重視
の調達方法
の確立

≪価格偏重の
評価方式による
弊害≫

・安値落札の結
果、品質、納期
が担保されない
ケースが発生

⇒技術力重視
の調達方法の確
立が必要

①技術重視の評価方式への
見直し

（価格点：技術点の比率変更、
基礎点の廃止など）

○
・情報システムに係る総合評価
落札方式の標準ガイド

・財務大臣協議により
技術点2：価格点1を採
用した事例あり
・基礎点（必須項目）を
設定しない事例あり

◎
・ガイドラインが制定
されたH14年よりIT
利用環境が大きく変
わり、整合性が取れ
ていない。
・H19年の調達基本
指針との整合性が
取れていない。

②価格点の評価方法の見直し
（多段階審査、低入札価格調査
基準以下での応札事業者への減
点方式の採用など）

○ 事例有り ◎

③技術審査の運用見直し
（相対評価の採用、RFIの活用、

対面審査の重視等）

○ 事例有り ◎
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政府調達制度 提言内容と関連する法制度
～政府情報システム調達（２／２）～

Ｎ
ｏ

視点
現状の問題点・

課題
あるべき姿

関連する制度 優先度

法
令
等

ガ
イ
ド

等

指

針

・

規
定
な
し

該当制度名
規定はないが
運用対処した

事例等
備考 業界 コメント

3
適切な
調達の
実施

①情報の共有・
開示不足

②低入札価格調
査制度の形がい
化

③予算・契約面
でのリスク増

・受注後の仕様
追加・変更に対
するコスト増分の
受注者負担

・過度な負担を
求める契約条項
による弊害 等

・著作権は原則
発注者に帰属

⇒徹底した情報
開示、低入札の
防止、契約条項
の見直しが必要

①情報開示制度の充実 ○
・情報システムに係る
政府調達の基本指針

基本指針に明記されているに
も関わらず、「情報システムに
係る政府調達事例データベー
ス」に十分な情報が蓄積され
ていない

○

・日本版
ITDashboardの作成
に向けて、政府内で
検討が進められてい
ると理解。

②低入札を防止する調達制度
（不適格な事業者は技術審査段
階で失格）

○
・予決令
・WTO協定

予決令、WTO協定に低入札
価格調査に関する規定はある
が、形骸化している

・総合評価落札方式
の改善と一体となっ
た議論が必要。

③予算・契約面でのリスク軽減

③-1
仕様変更に柔軟に対応でき
る予算制度
（予備費確保・執行、国債再
取得手続の簡素化）

○
・憲法
・財政法

・予備費：
憲法、財政法では、予備費は、
予見し難い予算の不足に充て
るものと規定されている
（例：災害やテロ等）
・国庫債務：
会計年度毎に年限又は年割
額を記した国庫債務負担行
為要求書を国会に提出しなけ
ればならない

◎

・プロジェクトリスクを
鑑みた調達担当課
室による柔軟な運用
が出来るような環境
の構築が必要
・またその運用ノウハ
ウの府省内共有の
仕掛け作りが必要

③-2
違約罰と損害賠償の重複是
正、損害賠償の上限設定

○

・情報システムに係る
政府調達の基本指針
実務手引書
（モデル契約書）

・違約罰と損害賠償が二重罰
となっており、特に中小企業
への参入障壁となっている

◎

・罰則適用の運用
ルールや契約書その
ものが各省毎に異
なっており形骸化し
ている

③-3
日本版バイ・ドールの推進

○

・情報システムに係る
政府調達の基本指針
実務手引書
（モデル契約書）

特許権等を事業者に帰属さ
せる制度（ソフトウェアに係る
日本版バイ・ドール制度に係る
運用ガイドライン）もある

◎

・現実の調達におい
てほぼ適用されてお
らず、一層の推進を
要望。
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IT人材の育成・確保

現在の問題・何が困るか あるべき姿

ＩＴ投資管理を確立し、ＩＴガバナンスを強化するために、
発注者「IT能力の向上」と不足を補う「補完体制」が不可欠

ＩＴ調達を担当する専門官の育成

・設計・開発等に係る予算の見積り規模が不透明
・設計・開発等のスケジュールを実現可能性の低い短工期で設定
・見積りスキルが不足しており業者任せ

・設計・開発工程における要件の追加、変更等が多発
・制度所管部門、業務実施部門、利用部門等との合意が長期化
・要件を事業者に理解してもらう調達手続（ＲＦＩ、意見招請等）が形骸化
・要件定義スキルが不足しており業者任せ

・プロジェクトマネジメントのスキルが不足しており業者任せ
・設計書等の成果物が要件を満たしていること、品質が適切であること等を
確認するスキルが不足しており業者任せ

・開発された情報システムが、要件を適切に実現していることの検収が形骸化
・稼働した情報システムが適切に効果を発揮していることの確認が困難

見積り
能力

発注者のIT能力不足によりプロジェクト失敗のリスクが高まる

要件定義
能力

プロジェク
トレビュー

能力

※ 政府情報システム改革検討会（第12回）資料より

◆発注者のＩＴ能力を向上し、
ITガバナンスを強化する

・政府CIO、CIOスタッフ組織新設
・IT調達を担当する専門官の育成

(人事育成制度、研修制度)

・曖昧、不明確な仕様書（要件）による手戻り、コスト増
・プロジェクトの管理がうまくいかず、プロジェクトが遅延・中断する

政府CIO、CIOスタッフ組織の新設

システムの高度化・複雑化の一方でプロジェクトリスクも増加
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政府調達制度 提言内容と関連する法制度

※留意事項

・各制度、法令間の整合を取りつつ改定する必要があります。
・今後の検討によっては、追加・変更する場合があります。

Ｎ
ｏ

視点
現状の問題点・

課題
あるべき姿

関連する制度 優先度

法
令
等

ガ
イ
ド

等

指

針

・

規
定
な
し

該当制度名
規定はないが
運用対処した

事例等
備考 業界 コメント

4
発注者の
IT能力の
向上

≪発注者IT能力
の不足による弊
害≫

・曖昧、不明確な
仕様書（要件）に
よる手戻り、コス
ト増等

⇒ 発注者のIT
能力向上のため
の中長期的取り
組みが必要

①政府CIO、スタッフ組織の新設 ○
・政府情報システム刷
新のための共通方針
（案）

・政府CIOに関する法律は、
政府情報システム刷新の
ための共通方針（案）に
沿って、規定される予定

◎

・調達の仕組みの見
直しを行ったとしても、
発注者のIT能力の
向上が伴わないと
見直した仕組みも
円滑に運用されない

②-1
IT調達を担当する専門官の
育成 （人事育成制度）

○ ○

・国家公務員法
・IT人材育成・確保指
針

・キャリアパスの構築
・外部人材の活用

◎

②-2
IT調達を担当する専門官の
育成 （研修制度）

○
・IT人材育成・確保指
針 ◎
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政府情報システム調達改革に
向けて、事業者の視点から課
題提起・提言
・要件定義の明確化
・CIO補佐官の役割等の明確
化
・総合評価方式の改善
（技術点配分の増加）

（参考）政府の取組みとＪＥＩＴＡの活動

2007年7月
「情報システムに係る政府調達の

基本指針 実務手引書」

2007年3月
「情報システムに係る政府調達
の基本指針」

J
E
IT

A

の
活
動

2009年3月
情報システム政府調達に
関する調査報告書～ベスト
バリュー調達に向けた政府
調達制度の比較～

2009年12月
政府調達における再委託先
情報の開示に関する意見

2006年度 2007年度

政
府
の
取
組
み

2008年度 2009年度 2011年度

2007年3月
情報システム政府調達に関す
る提言（第一版）

2008年4月
情報システム政府調達に関す
る提言（第二版）

2012年3月
政府情報システムの調達
改革に向けて

ベストバリュー調達を実施
している米国政府の情報
システム調達について現
地調査を実施

再委託に関する一律的な情報開
示について、受託事業者側から
の意見を表明

●政府の情報システム調達の見直しに関する取組みを受けて、ＪＥＩＴＡは各種提言活動を実施

2011年度の活動

最適化/分離分割調達に
おける課題を踏まえて「リ
スクマネジメントの必要
性」「対話・交渉ベースの
調達のあり方」を検討しつ
つ、「ガイドライン見直しに
向けた方向性」を総括

2010年12月
最適化、調達の高度化に向け
た調査結果報告

2010年8月
調査報告書（特許庁情報シ
ステム調査委員会）

2010年3月
政府調達ガイドライン
見直しに向けた方向性

多様な調達制度の導
入と柔軟な運用、調
達制度の改善を提案

基本戦略・指針類

調査・報告書類

2010年5月
新たな情報通信技術戦
略

20１0年度

2012年1月
技術検証報告書（特許庁情報システムに関す
る技術検証委員会）

2011年3月
情報システム政府調達制度・ガ
イドライン見直しに向けた検討
報告書

最適化/分離分割調達に
よる成果・課題を踏まえ
て、「設計・開発工程での
仕様変更の最少化」を目
指した企画段階での要
件定義のあり方、技術力
の高い事業者の調達等
について検討

ＩＴ調達プロセス全体の視点から、分離調達
や政府予算制度等による課題提起と改善
方策の提言
・契約の変更管理と予備費の確保
・総合評価制度の改善

（低価格入札の防止）
・違約罰条項の緩和、日本版バイ･ドール制
度/J-SOX法等への対応等

2012年3月
競争的対話方式の実施に係る基本的考え方
（案）（公共サービス改革分科会）

2011年8月
電子行政推進の
基本方針

2011年12月
情報システム調達改革の論点（総務省 政府情
報システム改革検討会；2010年9月～）

ご参考


